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第１章 平成２９年度 事業報告書 
 
１－１．事業運営の総括 
平成 29 年度の日本経済は、アベノミクスの取組の下、雇用・所得環境が改善し、
緩やかな回復基調が続いている。政府はデフレから完全に脱却し、しっかりと成長

していく道筋をつけるため、「未来への投資を実現する経済対策」を取りまとめた。

雇用・所得環境が改善する中、経済対策等の効果もあって、景気は緩やかな回復に

向かうことが見込まれる。 物価の動向をみると、これまでの原油価格の下落の影
響等により前年比で伸びが低下している。これからは経済財政運営の基本的態度に

示された政策の推進等により、雇用・所得環境が引き続き改善し、経済の好循環が

進展する中で、民需を中心とした景気回復が見込まれる。 物価については、景気
回復により、需給が引き締まっていく中で上昇し、デフレ脱却に向け前進が見込ま

れる。 
こうした経済情勢の中、昨今話題となっているドローンの活用、AI や IoT 

(Internet of Things)やインダストリー4.0といった考えが世界を中心に国内でも席
巻しつつあり、省庁主導による「小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議」が

立ち上がり、ドローンをキーとした無人機の利用に係る環境の大きな進展が期待さ

れる展開となっている。本機構としてもドローンの活用、AI や IoT をキーワード
とした取り組みを更に広く展開・発展させるために、産学官による研究開発への参

加、無人機に関する情報収集および同活動の支援を継続しており、当機構の無人機

技術は、今後ますます重要な役割を担うこととなる。 
 
しかしながら、無人機のみならず AI 技術においても日本は世界に比べて技術格
差は大きく離されている。その主たる原因は、日本国内における技術者不足および

技術者軽視が要因と言われており、日本と世界の技術格差は大きく離されている。 
このような国内環境の中、本機構は平成 29 年度から平成 34 年度までの 5 年事
業として「技術者養成第一主義」を掲げ、同主義を基軸とした事業を実施する。 
平成 29年度は、発足年ということもあり、無人機（特に航空機）に関するの技
術力向上を図るため、各種セミナーおよび講演会を中心に事業を実施した。また、

当機構が保有する無人機（航空機）に関する知見、地方自治体との包括的な連携機

能、そして充分な実務経験を有することとの評価を受け、国家戦略特別区域におけ

る特定実験試験局制度に関する特例での実施主体者に選ばれ、無人機に関する重要

性や関連事業の活性化に繋がった。 
結果、平成 29年度における事業収支は安定しており、安定運営に向けた事業は
「技術者養成第一主義」により着実に推し進められた。 
また、平成 29年度に実施した事業の概要は以下のとおりである。 

 



１－２．事業報告 
１－２－１．研究及び調査 
研究補助金による活動は、市場創造や産業育成のための課題や阻害要因を解決す

るための研究開発活動の一環と位置付けて活動を行った。当初の研究計画を完遂し

た後、部会を通じてその成果を会員企業および市場と共有する。 
 
(1).  ドローン等の可視光カメラ画像に関する研究 

公益財団法人北九州産業学術推進機構（FAIS）殿から研究補助を受け、同研
究を行った。 
研究結果を取りまとめ、その研究成果は同機構（FAIS）殿へ報告書として提
出した。 
 

(2).  国内市場調査（自主調査） 
国内においても、無人機に関する研究機関は多種存在するが、本機構は無

人機本体ではなく、周辺設備や利用環境等を研究する公益性の高い機関とし

ては極めて稀有な存在といえる。 
そこで、国内における無人機（特に航空機）の海外モデルとの機能の比較お

よび、無人機を活用した市場の調査を実施した。 
 
１－２－２．学術集会、講演会、研究会等の開催 
仲間作りの場や業界最新情報や関連省庁の最新情報を提供するため、市場ニーズ

やユーザー動向、技術・標準化動向、あるいは当機構で取組んでいる研究開発事業

の活動内容や成果に関する講演会を開催した。 
また、当機構の研究成果および賛同者を募るため、展示会に積極的に出展し当機

構のプレゼンスを向上することができた。なお、出展した展示会は以下のとおりで

ある。 
l ロボット産業マッチングフェア北九州（平成 29年 6月，北九州市） 
l 国際ロボット展（平成 29年 12月，東京都） 

 
１－２－３．無人機の利用技能の研鑽及び資質の向上に関すること 
「技術者要請第一主義」の事業計画のもと、無人機の利用技能の研鑽を図るため、

各種セミナーを実施した。実施したセミナーは以下のとおりである。 
 
(1).  【無人航空機】安全飛行講習会 

(ア) ドローン安全運航のポイント(CPD付与) 
２回開催し、参加者総数は１２名であった。 

(イ) 飛行許可申請書作成ポイント(CPD付与) 
４回開催し、参加者総数は１８名であった。 



(2).  【画像処理】画像処理講座 
(ア) デジタル画像概論(CPD付与) 

２回開催し、参加者総数は６名であった。 
(イ) 写真測量の基礎(CPD付与) 

２回開催し、参加者総数は８名であった。 
(ウ) 写真測量の応用(CPD付与) 

２回開催し、参加者総数は８名であった。 
 
(3).  無人航空機の技能維持訓練（事前の予備事業として実施） 

平成 30 年度より実施する無人航空機の技能講習に向けて、講習内容の確
認・運営方法・費用・需要等を確認するために、事前の予備事業として無人航

空機の技能維持訓練を実施した（平成 29 年 12 月から平成 30 年 3 月；月１
回；１回当たり受講者６名を想定してテスト）。 

 
予備事業の結果、年６回程度の実施で事業化可能であることと、利便性の

良さから需要が高いことを確認した。 
 
 
１－２－４．関連団体との連携交流に関すること 
公益社団法人 土木学会との交流を図った。 
特に、無人水上艇の土木分野への活用の状況を学会に周知し、当機構のプレゼンス

を向上するため、土木学会西部支部のシンポジウムの開催に協力すると共に当機構

の研究開発成果について講演した。 
 
１－２－５．会員内外への普及啓発活動 
無人機に関する、産業界の動き、国際規格、国内導入事例、国土交通省の情報や

当機構の活動内容を会員と共有した。 
また、会員以外のユーザー・団体に対しても、雑誌記事への広告、あるいは機構ウ

ェブサイト、広報発表や展示会などを活用して情報発信を行った。 
 
 
 
 
 
 
 



１－３．会員の入退会状況 
１－３－１．会員の増減 
 

種別 H29.3 増減 H30.3 増減 備考 
正 会 員 6 +6 --- ---  
団 体 会 員 6 +6 --- ---  
賛 助 会 員 4 +4 --- ---  
特別団体会員 3 +3 --- ---  

合計 19 19 --- ---  
 



第２章 平成２９年度 収支決算書 
２－１．収支計算書 
 

 

 
 



 

 



２－２．貸借対照表 

 
 



２－３．正味財産増減計算書 

 
 
  



 

 
 



２－４．財務諸表に対する注記 

 
 
 
２－５．附属明細書 

 
 




